




























































































































































































図 1　マネジメント 2 つの形態
出所： Walter J. M. Kickert, Erik-Hans Klijn and Joop F. M. Koppenjan, Managing Complex 





















































　阪神・淡路大震災は，1995 年 1 月 17 日午前 5 時 46 分に明石海峡を震源と
したマグニチュード 7.3 の地震であり，死者 6,400 人を超え，負傷者も 4 万人
を超える兵庫県や大阪府に甚大な被害を与えた地震であった。それに対して，
東日本大震災は 2011 年 3 月 11 日午後 2 時 46 分に宮城県沖の海底で発生した






淡路大震災は約 9 兆 6 千億円であるが，東日本大震災では内閣府の防災担当の
試算が約 16 兆 9 千億円，同じ内閣府の経済財政分析担当では約 16 兆円から約





























































約 2 兆 2 千億円 約 2 兆円 約 2 兆円 約 2 兆 2 千億円
その他
農林水産 約 1 兆 9 千億円
約 2 兆円 約 2 兆円 約 5 千億円
その他 約 1 兆 1 千億円













注： 本荘雄一「東日本大震災における被害額と国の財政支援」『都市政策』第 146 号，



















震災対応に関する 15 組織のうち，｢ 原子力災害対策本部 ｣，｢ 原発事故経済被
害対応チーム ｣，｢ 緊急災害対策本部 ｣，｢ 被災者生活支援チーム ｣，｢ 官邸緊
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北海道 東京都 富山県 福井県 鳥取県 徳島県 福岡県
青森県 群馬県 石川県 三重県 島根県 香川県 佐賀県
秋田県 栃木県 岐阜県 滋賀県 岡山県 愛媛県 長崎県
岩手県 茨城県 愛知県 京都府 広島県 高知県 熊本県
山形県 埼玉県 三重県 大阪府 山口県 大分県
宮城県 千葉県 長野県 奈良県 宮崎県
福島県 神奈川県 静岡県 和歌山県 鹿児島県
新潟県 山梨県 福井県 兵庫県 沖縄県
静岡県 滋賀県 徳島県 山口県
長野県 ( 名古屋市 )






旋等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
職員の派遣 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
要請の
手続
電話等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
文書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
経費の
負担

















※ 平成 18 年 4 月現在










都道府県 47 47 45 43 46 45 42




府が締結している「近畿 2 府 7 県危機発生時の相互応援に関する基本協定」（平

































































































れてきた物資が山積みされていき，配送効率が非常に悪かった。毎日 40 ～ 50
台のトラックが出入りして物資の受け入れだけで手一杯で，それを分類や配送
経路などに不慣れな自治体職員と自衛隊員が行っていた。ヤマト運輸のドライ

























































































































注：この図は，Christopher Pollitt & Geert Bouckaert, Quality Improvement in
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